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5 月 23 日の規制改革推進会議答申で言及されている「高等学校の遠隔教育における著作

権法上の問題の解決」について、当協議会から意見を述べさせていただきます。 

 

ＩＣＴ（情報通信技術）の積極的な利用によって、地域格差の解消など、教育システムを

改善する取り組みは、当協議会も喫緊の課題だと認識しております。 

今回、規制改革推進会議がまとめられた答申では、高等学校の遠隔教育における著作権法

上の問題について指摘がありました。現在の教育現場における著作物利用の仕組みに改善

すべき点があることを、私たちも認識しております。 

 

このような認識のもと、関係者間の調整を行い、４月 26 日に文化審議会著作権分科会の

報告書がまとまりました。これは、ライセンスによる著作物の利用許諾が通常であるところ、

ＩＣＴ活用教育について補償金制度を伴う権利制限規定を導入するものであり、教育現場

での著作物の利用環境を大幅に改善する最善の方法だと確信しております。 

しかしながら、分科会の報告書の内容に沿って制度が導入された場合に、その運用段階に

おいて遠隔教育を推進するインセンティブが失われることとなるならば、それは私たちの

本意とするところではありません。 

 

著作権法改正が実現し、補償金付権利制限規定が導入された場合、権利者と教育関係者が

協議して補償金制度の内容を決定し、運用します。その過程において、人口減などで学校の

維持が困難になっている地域の高校などでの「40 人以下の同時双方向型の遠隔授業」にお

ける著作物の利用については特別な配慮をもって対応するなど、当協議会としては、規制改

革推進会議の意見を十分尊重し、教育における著作物の利用と正当な権利保護とのバラン

スを保って、決定、運用にあたりたいと考えております。 

教育のＩＣＴ化の早期実現と、バランスよく使いやすい著作物の利用環境の整備が実現

されることを、願っております。 
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